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中間貸借対照表（平成２３年９月３０日現在）

第１４６期中間決算公告
東京都中央区日本橋３丁目１１番２号

取締役頭取　石 井  道 遠

平成２３年１２月１５日

117,804
263
0
4

347,042
1,350,855

715
6,826
19,664
716

11,308
2,627

△ 21,141

1,836,687

1,703,718
13,260

0
10,000
8,818
169
693
26

7,929
820
6,376
258
223
197
288
3,468
2,627

1,750,058

38,300
24,600
24,600
20,863
471

20,391
20,391
△ 1,448
82,315
84

△ 561
4,789
4,312
86,628

1,836,687

科　　　目 金   額 科　　　目 金   額

（単位：百万円）

（資産の部）
現 金 預 け 金
コールローン
買入金銭債権
商品有価証券
有 価 証 券
貸 出 金
外 国 為 替
そ の 他 資 産
有形固定資産
無形固定資産
繰延税金資産
支払承諾見返
貸 倒 引 当 金

資産の部合計

（負債の部）
預 金
借 用 金
外 国 為 替
社 債
そ の 他 負 債
　 未払法人税等
　 リース債務
　 資産除去債務
　 その他の負債
賞 与 引 当 金
退職給付引当金
役員退職慰労引当金
投資損失引当金
睡眠預金払戻損失引当金
偶発損失引当金
再評価に係る繰延税金負債
支 払 承 諾
負債の部合計
（純資産の部）
資 本 金
資 本 剰 余 金
　 資本準備金
利 益 剰 余 金
　 利益準備金
　 その他利益剰余金
　　 繰越利益剰余金
自 己 株 式
株主資本合計
その他有価証券評価差額金
繰延ヘッジ損益
土地再評価差額金
評価・換算差額等合計
純資産の部合計
負債及び純資産の部合計



－   2   －

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　

　商品有価証券の評価基準及び評価方法

　商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法に

より算定）により行っております。

　有価証券の評価基準及び評価方法

　有価証券の評価は、子会社・子法人等株式については移動平均法に

よる原価法、その他有価証券で時価のあるもののうち株式及びその他

の中の受益証券については中間期末前１カ月の市場価格の平均に基づ

く時価法（売却原価は移動平均法により算定）、また、それ以外につい

ては、中間期末日における市場価格等に基づく時価法（売却原価は主

として移動平均法により算定）、時価を把握することが極めて困難と認

められるものについては移動平均法による原価法により行っております。

　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法に

より処理しております。

（追加情報）

　　当中間期末において保有する変動利付国債のうち、日本証券業協

会公表の公社債店頭売買参考統計値を時価とみなせないと判断した

ものについては、「金融資産の時価の算定に関する実務上の取扱い」（企

業会計基準委員会実務対応報告第２５号平成２０年１０月２８日）を踏まえ、

合理的に算定された公正な評価額を時価としております。これにより、

日本証券業協会公表の公社債店頭売買参考統計値により評価した場

合に比べ、「有価証券」は１，０２５百万円増加、「繰延税金資産」は４１６

百万円減少、「その他有価証券評価差額金」は６０８百万円増加してお

ります。

　　変動利付国債の合理的に算定された公正な評価額は、当行から独

立した第三者から入手し、当行でその適切性を検証したものであり

ます。当該評価額は、国債の利回り等から見積もった将来キャッシュ・

フローを割り引いて現在価値を算定する方法によっており、主な価

格決定変数は国債の利回りであります。

　デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

　デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

　固定資産の減価償却の方法

盧　有形固定資産（リース資産を除く）

　　有形固定資産は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得

した建物（建物附属設備を除く。）については定額法）を採用し、年

間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。

　　また、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　　建　物　　　１５年～４７年
　　　その他　　　 ３年～１５年
盪　無形固定資産（リース資産を除く）

　　無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利

用のソフトウェアについては、行内における利用可能期間（５年）に

基づいて償却しております。

１.

　

２.

　

　

３.

　

４.

［重要な会計方針］
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蘯　リース資産

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」

及び「無形固定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によっております。

　引当金の計上基準

盧　貸倒引当金

　　貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとお

り計上しております。

　　「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金

の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員

会報告第４号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する

債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々

の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引き当てております。

破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分

可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のう

ち必要と認める額を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻

先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見

込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引き当ててお

ります。

　　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の

協力の下に資産査定部署が資産査定を実施しており、その査定結果

により上記の引当を行っております。

盪　賞与引当金

　　賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に

対する賞与の支給見込額のうち、当中間期に帰属する額を計上して

おります。

蘯　退職給付引当金

　　退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間期末にお

いて発生していると認められる額を計上しております。また、過去

勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであ

ります。

　　過 去 勤 務 債 務　　その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内

の一定の年数（１０年）による定額法により費用

処理

　　数理計算上の差異　　各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内

の一定の年数（１０年）による定額法により

按分した額を、それぞれ発生の翌期から費

用処理

　　（会計基準変更時差異の償却期間）

　　なお、会計基準変更時差異（９，０８２百万円）については、厚生年金基

金の代行部分に係るものの消滅を認識した上で残額について１５年に

よる按分額を費用処理することとし、当中間期においては同按分額

に１２分の６を乗じた額を計上しております。

盻　役員退職慰労引当金

　　役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支出に備えるため、

役員退職慰労金規程に基づく当中間期末要支給額を計上しております。

５ .
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眈　投資損失引当金

　　投資損失引当金は、子会社の債務超過額にかかる損失に備えるため、

子会社に対する投資額及び貸出金を超えて負担が見込まれる額を

計上しております。

眇　睡眠預金払戻損失引当金

     睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預

金者からの払戻請求に基づく払戻損失に備えるため、過去の払戻実

績に基づく将来の払戻損失見込額を計上しております。

眄　偶発損失引当金

　　偶発損失引当金は、信用保証協会の責任共有制度等により実行した

融資について、将来発生する可能性がある負担金支払の見込額を計

上しております。

　外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建資産・負債については、中間決算日の為替相場による円換算

額を付しております。

　リース取引の処理方法

　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日

が平成２０年４月１日前に開始する事業年度に属するものについては、

通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

　ヘッジ会計の方法

盧　金利リスク・ヘッジ

　　金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、

「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の

取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２４号。以下「業

種別監査委員会報告第２４号」という。）に規定する繰延ヘッジによっ

ております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺

するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手

段である金利スワップ取引等を一定の期間毎にグルーピングのうえ

特定し評価しております。

      また、当中間期末の中間貸借対照表に計上している繰延ヘッジ損益

のうち、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する当面の会計

上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告

第１５号）を適用して実施しておりました多数の貸出金・預金等から

生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管理する従来

の「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損益は、「マクロヘッジ」で

指定したそれぞれのヘッジ手段の残存期間・想定元本金額に応じ

平成１５年度から１０年間にわたって、資金調達費用又は資金運用収益

として期間配分しております。

       なお、当中間期末における「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損失

は４８百万円（税効果額控除前）であります。

盪　為替変動リスク・ヘッジ

　　外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ

会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会

計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報

告第２５号）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性

　　　

　

６.

７.

８.
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　評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを

減殺する目的で行う資金関連スワップ取引をヘッジ手段とし、ヘッジ

対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション

相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価

しております。　　

　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税（以下、「消費税等」という。）の会計処理は、税抜

方式によっております。

　ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当中間期の費用

に計上しております。

追加情報

　　当中間会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤

謬の訂正から、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企

業会計基準第２４号平成２１年１２月４日）及び「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第２４号

平成２１年１２月４日）を適用しております。なお、「金融商品会計に関

する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第１４号）に

基づき、当中間会計期間の「貸倒引当金戻入益」及び「償却債権取

立益」は「その他経常収益」に計上しております。

　　

　

　関係会社の株式総額　　　　　　　　　　 １，０６３百万円

　貸出金のうち、破綻先債権額は１１，３６５百万円、延滞債権額は２９，７７２

百万円であります。

　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続

していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見

込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行っ

た部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人

税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホま

でに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金で

あります。

　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権

及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を

猶予した貸出金以外の貸出金であります。

　貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は１，７０２百万円であります。

　なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払

日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権

に該当しないものであります。

　貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は５，８９５百万円であります。

　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図るこ

とを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債

権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、

延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。

９ .

　

　

１ .

２ .

３ .

４ .

　注記事項

［中間貸借対照表関係］
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　破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩

和債権額の合計額は４８，７３６百万円であります。

　なお、上記２．から５．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金

額であります。

　手形割引は、業種別監査委員会報告第２４号に基づき金融取引として

処理しております。これにより受け入れた商業手形は、売却又は（再）

担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額

面金額は１７，６４５百万円であります。　

　ローン・パーティシペーションで、平成７年６月１日付日本公認会

計士協会会計制度委員会報告第３号に基づいて、原債務者に対する貸

出金として会計処理した参加元本金額のうち、中間貸借対照表計上額は、

４４５百万円であります。

　担保に供している資産は次のとおりであります。

　　担保に供している資産

　　　現金預け金　　　　　　　　　　　　　   ２５百万円

　　　有 価 証 券  　　　　　　　　　　 １０７,２３６百万円

　　　その他資産　　　　　　　　　　　　　   ２９百万円

　　担保資産に対応する債務

　　　預　　    金　　　　　　　　　　　　 ５，７５３百万円

　　　借　用　金　　　　　　　　　　　  １３，２６０百万円

　上記のほか、為替決済等の取引の担保として、有価証券４１，９４７百万

円を差し入れております。

　また、その他資産のうち保証金は３，６０６百万円であります。

　当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客

からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について

違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約

であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、４７，１７０百万円

であります。このうち契約残存期間が１年以内のものが４３，８７９百万円

あります。

　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであ

るため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行の将来のキャッシュ・

フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、

金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当

行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をするこ

とができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必

要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期

的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に

応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

　土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基

づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価

差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に

計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に

計上しております。

５ .

６ .

７ .

８ .

９ .

１０.
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　再評価を行った年月日　　　　   　平成１１年３月３１日

　同法律第３条第３項に定める再評価の方法　  土地の再評価に関する法律施行

令（平成１０年３月３１日公布政令

第１１９号）第２条第１号に定める

地価公示法の規定により公示さ

れた価格に基づいて、合理的な調

整を行って算出。

　同法律第１０条に定める再評価を行った事業用の土地の当中間期末に

おける時価の合計額は、当該事業用の土地の再評価後の帳簿価額の

合計額を下回っていないため差額を記載しておりません。　

　有形固定資産の減価償却累計額　　　　   １０，０９１百万円

　社債は、劣後特約付社債であります。

　「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２

条第３項）による社債に対する当行の保証債務の額は５９２百万円であり

ます。

　銀行法施行規則第１９条の２第１項第３号ロ（１０）に規定する単体自己

資本比率（国内基準）は９．７０％であります。

　

　満期保有目的の債券（平成２３年９月３０日現在）

　該当するものはありません。

　子会社・子法人等株式（平成２３年９月３０日現在）

　　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められるものです。

１１.

１２.

１３.

１４.

１.

　

２.

中間貸借対照表計上額（百万円）

子会社・子法人等株式 １,０６３

　［有価証券関係］
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　その他有価証券（平成２３年９月３０日現在）

　（注）時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券

　　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含め

ておりません。

　減損処理を行った有価証券

　有価証券（売買目的有価証券を除く。）で時価のあるもののうち、当

該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落し、時価が取得原価

まで回復する見込みがあると認められない場合には、当該時価をもっ

て中間貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当中間期の損失

として処理（以下「減損処理」という。）することとしております。当中

間期において、減損処理するものはありません。

　また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準の概要は以

下の通りであります。

盧　株式及び受益証券

　　中間期末前１カ月の市場価格の平均に基づいて算定された額が、

取得原価に比べて３０％以上下落した場合。

盪　債券

　　中間期末日における市場価格等に基づく時価が取得原価に比べて

５０％以上下落した場合、及び３０％以上５０％未満下落した場合で発行

会社の財務内容等に懸念が認められる場合。

３ .

４ .

種　類 中間貸借対照表
計上額（百万円）

取得原価
（百万円）

差　額
（百万円）

中間貸借対照表計上額
が取得原価を超えるもの

中間貸借対照表計上額
が取得原価を超えないもの

株　式
債　券
　国　　債
　地  方  債
　社　　債
その他
　外国債券
　  小　計
株　式
債　券
　国　　債
　地  方  債
　社　　債
その他
　外国債券
　  小　計

   2,147

231,667

118,271

42,637

70,758

2,818

2,511

236,634

4,276

76,364

52,257

6,180

17,925

27,475

20,578

108,117

344,751

1,828

225,904

115,721

41,876

68,307

2,798

2,501

230,531

6,335

76,573

52,400

6,196

17,976

31,167

22,503

114,076

344,608

319

5,763

2,550

760

2,451

19

10

6,102

△ 2,059

△ 209

△ 142

△ 15

△ 51

△ 3,691

△ 1,925

△ 5,959

142合　計

株 式

そ の 他

合 計

中間貸借対照表計上額（百万円）

１,１７９

４７

１,２２７
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  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞ

れ以下のとおりであります。

　繰延税金資産

　　貸倒引当金損金算入限度超過額　

　　株式等償却

　　退職給付引当金

　　減価償却費の損金算入限度超過額　　

　　その他　

　　繰延税金資産小計　

　　評価性引当額　

　　繰延税金資産合計　　　　　　　　　　　　　

　繰延税金負債

　　その他有価証券評価差額金 　　

　　その他  

　　繰延税金負債合計　

　　　繰延税金資産の純額　

　

　１株当たりの純資産額　　　　　　　　　　４９０円４５銭

　１株当たり中間純利益金額　　　　　　　　  １３円３６銭

５,８３９

１,５９１

２，５８９

１３２

　２,０２５

１２,１７８

△８１０

１１,３６８

５８

１

５９

１１,３０８

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

［税効果会計関係］

［１株当たり情報］
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（単位：百万円）

平成２３年４月１日から
平成２３年９月３０日まで

（注）１.
　　　２.
　　　３.
　　　

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
｢その他経常収益」には、貸倒引当金戻入益２６３百万円を含んでおります。
｢その他経常費用」には、株式等売却損２６９百万円を含んでおります。

18,960

14,482

4,478

110

4,368

96

1,852

1,949

2,418

科　　　　　　　目 金　　　　　額

(          )

(          )

(          )

経 常 収 益

経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 損 失

税 引 前 中 間 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

中 間 純 利 益

資 金 運 用 収 益

（うち貸出金利息）

（うち有価証券利息配当金）

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

資 金 調 達 費 用

（うち預金利息）

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

16,504

14,871

1,590

1,441

450

564

1,447

1,185

859

36

11,480

658
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中間連結貸借対照表（平成２３年９月３０日現在）

（単位：百万円）

科　　　目 金　額 科　　　目 金　額

117,804

263

0

4

345,978

1,350,449

715

8,630

19,665

723

10,830

2,627

△21,621

1,836,072

1,701,928

13,260

0

10,000

10,500

838

6,402

262

8

18

197

288

3,468

2,627

1,749,803

38,300

24,600

20,432

△1,448

81,884

84

△561

4,789

4,312

71

86,269

1,836,072

（資産の部）

現 金 預 け 金

コールローン及び買入手形

買 入金銭債権

商品有価証券

有 価 証 券

貸 出 金

外 国 為 替

そ の 他 資 産

有形固定資産

無形固定資産

繰延税金資産

支払承諾見返

貸 倒 引 当 金

資産の部合計

（負債の部）

預 金

借 用 金

外 国 為 替

社 債

そ の 他 負 債

賞 与 引 当 金

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

投資損失引当金

利息返還損失引当金

睡眠預金払戻損失引当金

偶発損失引当金

再評価に係る繰延税金負債

支 払 承 諾

負債の部合計

（純資産の部）

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

株主資本合計

その他有価証券評価差額金

繰延ヘッジ損益

土地再評価差額金

その他の包括利益累計額合計

少 数株主持分

純資産の部合計

負債及び純資産の部合計
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　連結の範囲に関する事項

盧　連結される子会社及び子法人等　　　　　４社

　　東日本ビジネスサービス株式会社

　　東日本オフィスサービス株式会社

　　東日本保証サービス株式会社

　　東日本銀ジェーシービーカード株式会社

盪　非連結の子会社及び子法人等

　　該当ありません。

　持分法の適用に関する事項

盧　持分法適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等

　　該当ありません。

盪　持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等

　　該当ありません。

　連結される子会社及び子法人等の中間決算日等に関する事項

　すべての連結される子会社及び子法人等の中間決算日は、中間連結

決算日と一致しております。

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　

　商品有価証券の評価基準及び評価方法

　商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法に

より算定）により行っております。

　有価証券の評価基準及び評価方法

　有価証券の評価は、その他有価証券で時価のあるもののうち株式及び

その他の中の受益証券については中間連結会計期間末前１ヵ月の市場

価格の平均に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、また、

それ以外については、中間連結会計期間末日における市場価格等に基

づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、時価を把握

することが極めて困難と認められるものについては移動平均法による

原価法により行っております。

　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法に

より処理しております。

　デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

　デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

　減価償却の方法

盧　有形固定資産（リース資産を除く）

　　当行の有形固定資産は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後

に取得した建物（建物附属設備を除く。）については定額法）を採用

し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。

　　また、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　　建　物　　　１５年～４７年

　　　その他　　　 ３年～１５年

　　連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、資産

の見積耐用年数に基づき、主として定率法により償却しております。

［中間連結財務諸表の作成方針］

［会計処理基準に関する事項］

１.

２.

３.

　

１.

２.

３.

４.
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盪　無形固定資産（リース資産を除く）

　　無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利

用のソフトウェアについては、当行並びに連結される子会社及び子

法人等で定める利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。

蘯　リース資産

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」

及び「無形固定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によっております。

　貸倒引当金の計上基準

　当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次の

とおり計上しております。

　「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の

監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報

告第４号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権に

ついては、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸

倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引き当てております。破綻

懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見

込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と

認める額を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相

当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証

による回収可能見込額を控除した残額を引き当てております。

　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協

力の下に資産査定部署が資産査定を実施しており、その査定結果によ

り上記の引当を行っております。

　連結される子会社及び子法人等については、過去の貸倒実績率等を

勘案して必要と認めた額を引き当てております。

　賞与引当金の計上基準

　賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に

対する賞与の支給見込額のうち、当中間連結会計期間に帰属する額

を計上しております。

　退職給付引当金の計上基準

　退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間連

結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下の

とおりであります。

　過 去 勤 務 債 務　　その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の

一定の年数（１０年）による 定額法により費用

処理

　数理計算上の差異　　各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存

勤務期間内の一定の年数（１０年）による定額法

により按分した額を、それぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理

　（会計基準変更時差異の償却期間）

　なお、会計基準変更時差異（９，０８２百万円）については、厚生年金基

金の代行部分に係るものの消滅を認識した上で残額について１５年によ

　

５.

６.

７.
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る按分額を費用処理することとし、当中間連結会計期間においては同

按分額に１２分の６を乗じた額を計上しております。

　役員退職慰労引当金の計上基準

　役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支出に備えるため、役員

退職慰労金規程に基づく当中間連結会計期間末要支給額を計上しております。

　投資損失引当金の計上基準

　投資損失引当金は、連結される子会社の債務超過額にかかる損失に

備えるため、連結される子会社に対する投資額及び貸出金を超えて負

担が見込まれる額を計上しております。

　利息返還損失引当金の計上基準

　利息返還損失引当金は、連結される子法人が利息制限法の上限金利を

超過する貸付金利息の返還請求に備えるため、過去の返還状況等を勘案し、

返還見込額を合理的に見積もり計上しております。

　睡眠預金払戻損失引当金の計上基準

　睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金

者からの払戻請求に基づく払戻損失に備えるため、過去の払戻実績に基

づく将来の払戻損失見込額を計上しております。

　偶発損失引当金の計上基準

　偶発損失引当金は、信用保証協会の責任共有制度等により実行した

融資について、将来発生する可能性がある負担金支払の見込額を計上

しております。

　外貨建資産・負債の換算基準

　当行の外貨建資産・負債については、中間連結決算日の為替相場に

よる円換算額を付しております。

　リース取引の処理方法

　当行並びに連結される子会社及び子法人等の所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成２０年４月１日前に

開始する連結会計年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に

準じた会計処理によっております。

　重要なヘッジ会計の方法

盧 　 金利リスク・ヘッジ

　　当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の

方法は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監

査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２４号。

以下「業種別監査委員会報告第２４号」という。）に規定する繰延ヘッ

ジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動

を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッ

ジ手段である金利スワップ取引等を一定の期間毎にグルーピングのう

え特定し評価しております。

　　また、当中間連結会計期間末の中間連結貸借対照表に計上している

繰延ヘッジ損益のうち、「銀行業における金融商品会計基準適用に関す

る当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査

委員会報告第１５号）を適用して実施しておりました多数の貸出金・預

金等から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管理す

る従来の「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損益は、「マクロヘッジ」

で指定したそれぞれのヘッジ手段の残存期間・想定元本金額に応じ

　

８.

９.

１０.

１１.

１２.

１３.

１４.

１５.
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　平成１５年度から１０年間にわたって、資金調達費用又は資金運用収益

として期間配分しております。

　　なお、当中間連結会計期間末における「マクロヘッジ」に基づく繰

延ヘッジ損失は４８百万円（税効果額控除前）であります。　　

盪　 為替変動リスク・ヘッジ

　　当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対する

ヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に

関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監

査委員会報告第２５号）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッ

ジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動

リスクを減殺する目的で行う資金関連スワップ取引をヘッジ手段と

し、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の

外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジ

の有効性を評価しております。

　消費税等の会計処理

　当行の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており

ます。連結される子会社及び子法人等も主に税抜方式によっております。

　ただし、当行の有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当中間連

結会計期間の費用に計上しております。

追加情報

　当中間連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の

誤謬の訂正から、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企

業会計基準第２４号平成２１年１２月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第２４号平成

２１年１２月４日）を適用しております。なお、「金融商品会計に関する実

務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第１４号）に基づき、

当中間連結会計期間の「貸倒引当金戻入益」及び「償却債権取立益」

は「その他経常収益」に計上しております。

　貸出金のうち、破綻先債権額は１１，３７１百万円、延滞債権額は２９，８０５

百万円であります。

　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続

していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見

込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行っ

た部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人

税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホま

でに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金で

あります。

　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権

及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を

猶予した貸出金以外の貸出金であります。

　注記事項

［中間連結貸借対照表関係］

１６.

１.
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　貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は１，７０２百万円であります。

　なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払

日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権

に該当しないものであります。

　貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は５,８９５百万円であります。

　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図るこ

とを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債

権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、

延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。

　破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩

和債権額の合計額は４８,７７４百万円であります。

　なお、上記１．から４．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金

額であります。

　手形割引は、業種別監査委員会報告第２４号に基づき金融取引として

処理しております。これにより受け入れた商業手形は、売却又は（再）担保

という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面

金額は１７,６４５百万円であります。

　ローン・パーティシペーションで、平成７年６月１日付日本公認会計士

協会会計制度委員会報告第３号に基づいて、原債務者に対する貸出金

として会計処理した参加元本金額のうち、中間連結貸借対照表計上額は、

４４５百万円であります。

　担保に供している資産は次のとおりであります。

　　担保に供している資産

　　　現 金 預 け 金　　　   　　　　　　　　　　　２５百万円

　　　有   価   証   券　　　   　　　　　　　　  １０７，２３６百万円

　　　そ の 他 資 産　　　　　　　   　　　　　　　２９百万円

　　担保資産に対応する債務 

　　　預　　　　金 　　　　　　　　　　　　    ５，７５３百万円

　　　借　  用　  金　　　　　　　　　　　　   １３，２６０百万円

　上記のほか､為替決済等の取引の担保として、有価証券４１,９４７百万円

を差し入れております。

　また、その他資産のうち保証金は３,６０６百万円であります。

　当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客か

らの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について

違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約で

あります。これらの契約に係る融資未実行残高は、５３,０３５百万円であり

ます。このうち契約残存期間が１年以内のものが４３,７４７百万円あります。

　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものである

ため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行並びに連結される子会社

及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではあり

ません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びそ

の他相当の事由があるときは、当行並びに連結される子会社及び子法人

等が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすること

ができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に

応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予

め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に

応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

２.

３.

４.

５.

６.

７.

８.
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　土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に

基づき、当行の事業用の土地の再評価を行い、評価差額については､当

該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として

負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」とし

て純資産の部に計上しております。

　再評価を行った年月日　　　　　   平成１１年３月３１日

　同法律第３条第３項に定める再評価の方法

　

　　　　　　　　

　同法律第１０条に定める再評価を行った事業用の土地の当中間連結会計

期間末における時価の合計額は、当該事業用の土地の再評価後の帳簿

価額の合計額を下回っていないため差額を記載しておりません。　

　有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　１０,１０１百万円

　社債は、劣後特約付社債であります。

　「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条

第３項）による社債に対する保証債務の額は５９２百万円であります。

　銀行法施行規則第１７条の５第１項第３号ロに規定する連結自己資本
比率（国内基準）は９．６６％であります。

９.

１０.
１１.
１２.

１３.

土地の再評価に関する法律施

行令（平成１０年３月３１日公布

政令第１１９号）第２条第１号に

定める地価公示法の規定によ

り公示された価格に基づいて、

合理的な調整を行って算出。
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○金融商品の時価等に関する事項

　平成２３年９月３０日における中間連結貸借対照表計上額、時価及びこ

れらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す

ることが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めてお

りません（（注２）参照）。

（＊１）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。

（＊２）デリバティブ取引は、債権・債務を差し引きした合計を表示しております。

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、

合計で正味の債務となる項目については、（　）で表示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法

　資 産

　盧　現金預け金

　　　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似している

ことから、当該帳簿価額を時価としております。なお、満期のあ

る預け金についても、残存期間が短期間（１年以内）のものは、

時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価と

しております。

　盪　有価証券 

　　　株式及び受益証券は取引所の価格、債券は日本証券業協会公表の

公社債店頭売買参考統計値等により評価した価格によっております。

自行保証付私募債は、貸出金と同一の方法により、当行格付に基づ

く信用リスク、担保による保全状況等を勘案し、時価を算出してお

ります。

　　　なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については「（有

価証券関係）」に記載しております。

［金融商品関係］

盧　現金預け金
盪　有価証券
　　その他有価証券
蘯　貸出金
　　貸倒引当金（＊１）

資　　　産　　　計
預　　　　　　　金
負　　　債　　　計

デリバティブ取引（＊２）
　ヘッジ会計が適用されていないもの
　ヘッジ会計が適用されているもの

デリバティブ取引計

117,804

344,751

1,350,449

△20,991

1,329,457

1,792,013

1,701,928

1,701,928

3

（989）

（986）

117,804

344,751

1,355,060

1,817,616

1,702,707

1,702,707

3

（989）

（986）

―

―

25,602

25,602

778

778

―
―
―

中間連結貸借対照表計上額 時　価 差　額

（単位：百万円）
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　（追加情報）

　　当中間連結会計期間末において保有する変動利付国債のうち、

日本証券業協会公表の公社債店頭売買参考統計値を時価とみなせな

いと判断したものについては、「金融資産の時価の算定に関する実務上

の取扱い」（企業会計基準委員会実務対応報告第２５号平成２０年１０月２８日）

を踏まえ、合理的に算定された公正な評価額を時価としております。

これにより、日本証券業協会公表の公社債店頭売買参考統計値により

評価した場合に比べ「有価証券」は１，０２５百万円増加、「繰延税金資産」

は４１６百万円減少、「その他有価証券評価差額金」は６０８百万円増加

しております。

　　変動利付国債の合理的に算定された公正な評価額は、当行から独立

した第三者から入手し、当行でその適切性を検証したものであります。

当該評価額は、国債の利回り等から見積もった将来キャッシュ・フロー

を割り引いて現在価値を算定する方法によっており、主な価格決定

変数は国債の利回りであります。

　蘯　貸出金 

　　　貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反

映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、

時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価と

しております。固定金利によるものは、貸出金の元利金の合計額を、

当行格付に基づく信用リスク等のリスクプレミアムを算定し無リ

スクの利子率に加算した利率で割り引いて時価を算定しております。

また、住宅ローンについては、元利金の合計額を同様の新規貸出

を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しており

ます。なお、残存期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿

価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等につい

ては、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を

算定しているため、時価は中間連結決算日における中間連結貸借

対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、

当該価額を時価としております。

　　　貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性

により、返済期限を設けていないものについては、返済見込み期

間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想

定されるため、帳簿価額を時価としております。

　負 債

　　預金 

　　　要求払預金については、中間連結決算日に要求された場合の支

払額（帳簿価額）を時価とみなしております。また、定期預金の

時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フロー

を割り引いて現在価値を算定しております。その割引率は、新規

に預金を受け入れる際に使用する利率を用いております。なお、

変動金利の定期預金については、短期間で市場金利を反映するため、

時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価と

しております。また、残存期間が短期間（１年以内）のものは、

時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価と

しております。
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　デリバティブ取引

　　　デリバティブ取引については、店頭取引の金利関連取引（金利

スワップ）、通貨関連取引（為替予約）であり、割引現在価値により

算出した価額によっております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次の

とおりであり、金融商品の時価情報の「資産盪その他有価証券」

には含まれておりません。

（＊１）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極

めて困難と認められることから時価開示の対象とはしておりません。 

（＊２）受益証券のうち、時価を把握することが極めて困難と認められるも

ので構成されているものについては、時価開示の対象とはしており

ません。

区　分 中間連結貸借対照表計上額
非上場株式（＊１）
非上場受益証券（＊２）

1,179

47

1,227

（単位：百万円）

合　計
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　満期保有目的の債券（平成２３年９月３０日現在）

　該当するものはありません。

　その他有価証券（平成２３年９月３０日現在）

　減損処理を行った有価証券

　有価証券（売買目的有価証券を除く。）で時価のあるもののうち、当該

有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落し、時価が取得原価ま

で回復する見込みがあると認められない場合には、当該時価をもって

中間連結貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当中間連結会計

期間の損失として処理（以下「減損処理」という。）することとしてお

ります。当中間連結会計期間において、減損処理するものはありません。

　また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準の概要は以下

の通りであります。

盧　株式及び受益証券

　　中間連結会計期間末前１ヵ月の市場価格の平均に基づいて算定さ

れた額が、取得原価に比べて３０％以上下落した場合。

盪　債券

　　中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価が取得原

価に比べて５０％以上下落した場合、及び３０％以上５０％未満下落した

場合で発行会社の財務内容等に懸念が認められる場合。

　

１株当たりの純資産額　　　　　　　　　　　　   ４８８円０１銭

１株当たり中間純利益金額　　　　　　　　　　　  １３円０３銭

［有価証券関係］

［１株当たり情報］

１.

２.

３.

種　類 中間連結貸借対照表
計上額（百万円）

取得原価
（百万円）

差　額
（百万円）

中間連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるもの

中間連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えないもの

株　式
債　券
　国　　債
　地  方  債
　社　　債
その他
　外国債券
　  小　計
株　式
債　券
　国　　債
　地  方  債
　社　　債
その他
　外国債券
　  小　計

2,147

231,667

118,271

42,637

70,758

2,818

2,511

236,634

4,276

76,364

52,257

6,180

17,925

27,475

20,578

108,117

344,751

1,828

225,904

115,721

41,876

68,307

2,798

2,501

230,531

6,335

76,573

52,400

6,196

17,976

31,167

22,503

114,076

344,608

319

5,763

2,550

760

2,451

19

10

6,102

△ 2,059

△ 209

△ 142

△ 15

△ 51

△ 3,691

△ 1,925

△ 5,959

142合　計
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（　　 　　　）平成２３年４月１日から
平成２３年９月３０日まで

（注）１.
　　　２.
　　　３.
　　　

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
｢その他経常収益」には、貸倒引当金戻入益２５百万円を含んでおります。
｢その他経常費用」には、株式等売却損２６９百万円を含んでおります。

16,523
14,890
1,590
1,436
668
354

1,446
1,185
852
36

11,610
576

18,983

14,523

4,459

110

4,349

97

1,896

1,994

2,355

3

2,358

（単位：百万円）

科　　　　　　　目 金　　　　　額

(          )
(          )

(          )
          

経 常 収 益  

経 常 費 用  

経 常 利 益  

特 別 損 失  

税金等調整前中間純利益  

法人税、住民税及び事業税  

法 人 税 等 調 整 額  

法 人 税 等 合 計

少数株主損益調整前中間純利益

少 数 株 主 損 失  

中 間 純 利 益

資 金 運 用 収 益
　（うち貸出金利息）
　  （うち有価証券利息配当金）
役 務 取 引 等 収 益
そ の 他 業 務 収 益
そ の 他 経 常 収 益

資 金 調 達 費 用
　 （ う ち 預 金 利 息 ）
役 務 取 引 等 費 用
そ の 他 業 務 費 用
営 業 経 費
そ の 他 経 常 費 用

中間連結損益計算書
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（注）１.
　　　２.
　　　

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
前中間連結会計期間におけるその他の包括利益及びその内訳項目
並びに中間包括利益及びその内訳項目の金額は以下のとおりで
あります。
　　その他の包括利益　　　　　　　　  １，４２１百万円
　　　その他有価証券評価差額金　　　  １，６６６百万円
　　　繰延ヘッジ損益　　　　　　　　△ ２４４百万円

　　中間包括利益　　　　　　　　　　  ４，０３０百万円
　　　親会社株主に係る中間包括利益　  ４，０２３百万円
　　　少数株主に係る中間包括利益　　　 　 ６百万円

△ 1,817
△ 93

447
△ 3

2,355  

△ 1,910  

  

  

444  

  

  

少数株主損益調整前中間純利益

そ の 他 の 包 括 利 益

中 間 包 括 利 益

その他有価証券評価差額金
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

親会社株主に係る中間包括利益
少数株主に係る中間包括利益

（単位：百万円）

科　　　　　　　目 金　　　　　額

（　　 　　　）平成２３年４月１日から
平成２３年９月３０日まで中間連結包括利益計算書

［参考情報］




